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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第４区分
【発行日】平成24年4月26日(2012.4.26)

【公表番号】特表2009-521601(P2009-521601A)
【公表日】平成21年6月4日(2009.6.4)
【年通号数】公開・登録公報2009-022
【出願番号】特願2008-548389(P2008-548389)
【国際特許分類】
   Ｃ２２Ｃ  38/00     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  38/14     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  38/58     (2006.01)
   Ｃ２１Ｄ   8/02     (2006.01)
   Ｂ２１Ｂ   1/38     (2006.01)
   Ｂ２１Ｂ   3/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ２２Ｃ  38/00    ３０１Ｂ
   Ｃ２２Ｃ  38/14    　　　　
   Ｃ２２Ｃ  38/58    　　　　
   Ｃ２１Ｄ   8/02    　　　Ｂ
   Ｂ２１Ｂ   1/38    　　　Ａ
   Ｂ２１Ｂ   3/00    　　　Ａ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成24年3月6日(2012.3.6)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量％で、Ｃ：０．０５～０．１０％、Ｓｉ：０．１０～０．５％、Ｍｎ：１．３～１
．７％、Ｂ：０．０００５～０．００２５％、Ｔｉ：０．００５～０．０３％、Ｎ：０．
０１０％以下、Ｎｂ：０．００５～０．０３％、Ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５～０．０５５
％、Ｐ：０．０１２％以下、Ｓ：０．００５％以下、残部Ｆｅ及び不可避な不純物からな
り、前記ＴｉとＮの含量比率Ｔｉ／Ｎが２．０以上で、下記の関係式１で表される成分指
数（ＣＰ）が２７．６乃至３８．１の間であり、
　厚さ中心部（全体の厚さをｔとしたとき、ｔ／４～３ｔ／４の範囲）のポリゴナルフェ
ライトの面積分率が１０％以下で、表層部（表層下１ｍｍからｔ／４の範囲、反対側も同
一）のマルテンサイトの面積分率が１０％以下で、
　厚さ方向の硬度偏差がＨｖ５０以内で、
　厚さが５０～１００ｍｍで、
　延性－脆性遷移温度が－５０℃以下であることを特徴とする厚さ中心部の強度及び靭性
に優れて材質偏差の少ない溶接構造用極厚物鋼板。
［関係式１］
ＣＰ＝１６５×％Ｃ＋６．８×％Ｓｉ＋１０．２×％Ｍｎ＋８０．６×％Ｎｂ＋９．５×
％Ｃｕ＋３．５×％Ｎｉ＋１２．５×％Ｃｒ＋１４．４×％Ｍｏ
【請求項２】
　重量％でＣｕ：０．５％以下、Ｎｉ：０．５％以下、Ｃｒ：０．１５％以下及びＭｏ：
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０．１５％以下からなるグループのうち選ばれた１種または２種以上をさらに含むことを
特徴とする請求項１に記載の厚さ中心部の強度及び靭性に優れて材質偏差の少ない溶接構
造用極厚物鋼板。
【請求項３】
　前記不純物として存在するＰとＳは夫々重量％でＰ：０．０１０％以下及びＳ：０．０
０３％以下に制御されたものであることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の厚
さ中心部の強度及び靭性に優れて材質偏差の少ない溶接構造用極厚物鋼板。
【請求項４】
　重量％で、Ｃ：０．０５～０．１０％、Ｓｉ：０．１０～０．５％、Ｍｎ：１．３～１
．７％、Ｂ：０．０００５～０．００２５％、Ｔｉ：０．００５～０．０３％、Ｎ：０．
０１０％以下、Ｎｂ：０．００５～０．０３％、Ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５～０．０５５
％、Ｐ：０．０１２％以下、Ｓ：０．００５％以下、残部Ｆｅ及び不可避な不純物からな
り、前記ＴｉとＮの含量比率Ｔｉ／Ｎが２．０以上で、下記の関係式１で表される成分指
数（ＣＰ）が２７．６乃至３８．１の間である鋼スラブを１０００～１２５０℃の温度範
囲で再加熱し、圧下量３０％以上の仕上げ圧延をＡｒ３～オーステナイトの再結晶温度の
温度範囲で行った後、Ａｒ３以上の温度で鋼板の中心部を基準に１．５℃／ｓｅｃ以上の
冷却速度で冷却を開始し３５０～５５０℃で冷却を停止し、厚さが５０～１００ｍｍの鋼
板を製造することを特徴とする厚さ中心部の強度及び靭性に優れて材質偏差の少ない溶接
構造用極厚物鋼板の製造方法。
［関係式１］
ＣＰ＝１６５×％Ｃ＋６．８×％Ｓｉ＋１０．２×％Ｍｎ＋８０．６×％Ｎｂ＋９．５×
％Ｃｕ＋３．５×％Ｎｉ＋１２．５×％Ｃｒ＋１４．４×％Ｍｏ
【請求項５】
　重量％でＣｕ：０．５％以下、Ｎｉ：０．５％以下、Ｃｒ：０．１５％以下及びＭｏ：
０．１５％以下からなるグループのうち選ばれた１種または２種以上をさらに含むことを
特徴とする請求項４に記載の厚さ中心部の強度及び靭性に優れて材質偏差の少ない溶接構
造用極厚物鋼板の製造方法。
【請求項６】
　前記不純物として存在するＰとＳは夫々重量％でＰ：０．０１０％以下及びＳ：０．０
０３％以下に制御することを特徴とする請求項４または請求項５に記載の厚さ中心部の強
度及び靭性に優れて材質偏差の少ない溶接構造用極厚物鋼板の製造方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１４】
　上記目的を達成するための本発明の極厚物鋼板は、重量％で、Ｃ：０．０５～０．１０
％、Ｓｉ：０．１０～０．５％、Ｍｎ：１．３～１．７％、Ｂ：０．０００５～０．００
２５％、Ｔｉ：０．００５～０．０３％、Ｎ：０．０１０％以下、Ｎｂ：０．００５～０
．０３％、Ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５～０．０５５％、残部Ｆｅ及び不可避な不純物から
なり、上記ＴｉとＮの含量比率Ｔｉ／Ｎが２．０以上で、下記の関係式１で表される成分
指数（ＣＰ）が２７．６乃至３８．１の間であることを特徴とする。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１６】
　この時、上記組成の他に重量％でＣｕ：０．５％以下、Ｎｉ：０．５％以下、Ｃｒ：０
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．１５％以下及びＭｏ：０．１５％以下からなるグループのうち選ばれた１種または２種
以上をさらに含むことが好ましい。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１９】
　本発明の極厚物鋼板は、上記特徴にさらに厚さ中心部（全体の厚さをｔとしたとき、ｔ
／４～３ｔ／４の範囲）のポリゴナルフェライトの面積分率が１０％以下で、表層部（表
層下１ｍｍからｔ／４の範囲、反対側も同一）マルテンサイトの面積分率が１０％以下で
あることがよい。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２２】
　上記の有利な効果を有する本発明の鋼板を製造するための方法は、重量％で、Ｃ：０．
０５～０．１０％、Ｓｉ：０．１０～０．５％、Ｍｎ：１．３～１．７％、Ｂ：０．００
０５～０．００２５％、Ｔｉ：０．００５～０．０３％、Ｎ：０．０１０％以下、Ｎｂ：
０．００５～０．０３％、Ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５～０．０５５％、残部Ｆｅ及び不可
避な不純物からなり、上記ＴｉとＮの含量比率Ｔｉ／Ｎが２．０以上で、下記の関係式１
で表される成分指数（ＣＰ）が２７．６乃至３８．１の間である鋼スラブを１０００～１
２５０℃の温度範囲で再加熱し、圧下量３０％以上の仕上げ圧延をＡｒ３～オーステナイ
トの再結晶温度の温度範囲で行った後、Ａｒ３以上の温度で鋼板の中心部を基準に１．５
℃／ｓｅｃ以上の冷却速度で冷却を開始し３５０～５５０℃で冷却を停止することを特徴
とする。
【誤訳訂正６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２３
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２３】
［関係式１］
ＣＰ＝１６５×％Ｃ＋６．８×％Ｓｉ＋１０．２×％Ｍｎ＋８０．６×％Ｎｂ＋９．５×
％Ｃｕ＋３．５×％Ｎｉ＋１２．５×％Ｃｒ＋１４．４×％Ｍｏ
【誤訳訂正７】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２４】
　このとき、本製造方法の対象とするスラブは、上記の有利な組成の他に重量％でＣｕ：
０．５％以下、Ｎｉ：０．５％以下、Ｃｒ：０．１５％以下及びＭｏ：０．１５％以下か
らなるグループのうち選ばれた１種または２種以上をさらに含むことが好ましい。
【誤訳訂正８】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００３２
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【００３２】
（鋼の組成）
　本発明で対象としている鋼板の組成は、重量百分率でＣ：０．０５～０．１０％、Ｓｉ
：０．１０～０．５％、Ｍｎ：１．３～１．７％、Ｐ：０．０１２％以下、Ｓ：０．００
５％以下、Ｂ：０．０００５～０．００２５％、Ｔｉ：０．００５～０．０３％、Ｎｂ：
０．００５～０．０３％、Ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５～０．０５５％、Ｎ：０．０１％以
下を含み、残部はＦｅ及びその他不可避な不純物からなることをその特徴とする。また、
Ｔｉ／Ｎ比が２．０以上で下記の関係式１で表される指数（ＣＰ）が２７．６～３８．１
範囲になければならない。
【誤訳訂正９】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５１】
　上記組成に加え、本発明による鋼は下記の関係式１で表される成分指数（ＣＰ）が２７
．６～３８．１範囲でなければならない。上記成分指数は厚い鋼板を水冷却する場合、厚
さ中心部ではポリゴナルフェライトをどの程度抑制することができるかを決めることがで
き、表層部ではマルテンサイトをどの程度抑制することができるかを同時に決めることが
できる尺度である。
【誤訳訂正１０】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５２】
［関係式１］
ＣＰ＝１６５×％Ｃ＋６．８×％Ｓｉ＋１０．２×％Ｍｎ＋８０．６×％Ｎｂ＋９．５×
％Ｃｕ＋３．５×％Ｎｉ＋１２．５×％Ｃｒ＋１４．４×％Ｍｏ
【誤訳訂正１１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５９】
　図１で分かるように上記関係式１で表される指数（ＣＰ）が２７．６以上ではポリゴナ
ルフェライトの面積分率が１０％以下で、これはＣＰが２７．６以上の場合は１．５℃／
ｓｅｃ（５０～１００ｍｍ厚さ中心部の通常の冷却速度の３℃／ｓｅｃより遅い冷却速度
である）でもポリゴナルフェライトの面積分率は１０％以下に維持することができること
を意味する。一方、上記ＣＰが３８．１以下ではマルテンサイトの面積分率が１０％以下
で、これはＣＰが３８．１以下の場合は５０～１００ｍｍ厚さの表層下１ｍｍにおける通
常の冷却速度の４０℃／ｓｅｃでもマルテンサイトの面積分率を１０％以下に維持するこ
とができることを意味する。
【誤訳訂正１２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００６０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００６０】
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　図２には、上述のＣＰを変化させた合金の１００ｍｍ厚さの鋼板に対して厚さ方向２ｍ
ｍ間隔で測定されたビッカース硬度の最大値と最小値の差異を示した。上述したように本
発明のＣＰ範囲の２７．６～３８．１の間の場合に硬度差を５０Ｈｖ以下に制御すること
ができることが分かる。上述したように、これは表層部ではマルテンサイトが１０％以下
に抑制され厚さ中心部ではポリゴナルフェライトが１０％以下に抑制された結果である。
【誤訳訂正１３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００６９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００６９】
　冷却開始温度：Ａｒ３以上
　鋼材がＡｒ３以上で仕上げ圧延を完了してもＡｒ３以上の温度で水冷却が開始されない
場合は、空冷中に粗大なポリゴナルフェライトが形成されるようになる。このような場合
には、本発明で目的としている組織を得られない上、強度と靭性も低下するようになる。
従って、鋼材の温度がフェライト生成領域に入る前に、即ち、Ａｒ３に到達する前に冷却
を開始しなければ本発明で提供する所期の目的を達成することができない。
【誤訳訂正１４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００７５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００７５】
【表１】

【誤訳訂正１５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００９２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００９２】
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【表３】

【誤訳訂正１６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００９５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００９５】
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【表４】

【誤訳訂正１７】
【訂正対象書類名】図面
【訂正対象項目名】図１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
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【図１】

【誤訳訂正１８】
【訂正対象書類名】図面
【訂正対象項目名】図２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】

【図２】


	header
	written-amendment

